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令和 ７ 年 ４ 月 22 日

第 １３８０１ 号（火曜日）

毎 週 ２ 回 　 火 曜 　 金 曜 発 行

告　　　　　　　　示

石川県告示第131号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第231条の２の３第１項の規定により、同項に規定する指定納付受託者（以下
「指定納付受託者」という。）を次のとおり指定した。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
１　指定納付受託者の名称、住所又は事務所の所在地
　　株式会社北国クレジットサービス
　　金沢市片町２丁目２番15号　北国ビル７階
２　指定をした日
　　令和７年４月１日
３　指定納付受託者が取り扱うことができる歳入等の種類
　　診療費等

石川県告示第132号
　地方自治法施行令等の一部を改正する政令（令和６年政令第12号）附則第２条第１項の規定によりなお従前の例に
よることとされた同令第１条の規定による改正前の地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定
により、次のとおり歳入の徴収事務を委託した。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

委　　託　　事　　項
委　　　託　　　先

委 託 期 間
所　在　地 名　　称

保育士登録に係る手数料の徴収事務
東京都千代田区麹町１
丁目６番地２

社会福祉法人日本保育
協会

令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで

公　　　　　　　　告

入　　　札　　　公　　　告

　　　　告　　　示
○指定納付受託者の指定 （地域医療政策課）　１
○歳入の徴収事務の委託 （少子化対策監室）　１
　　　　公　　　告
○入札公告 （危機対策課）　１
○令和７年度石川県介護支援専門員実務研修受講試験公
　告 （長寿社会課）　３
○土地改良区の役員就任公告 （農業基盤課）　３

○基本測量終了公告 （監　理　課）　４
○公共測量実施公告 （　　同　　）　４
○公共測量実施公告 （　　同　　）　４
○公共測量終了公告 （　　同　　）　４
○公共測量終了公告 （　　同　　）　５
○公共測量終了公告 （　　同　　）　５
○公共測量終了公告 （　　同　　）　５

目　　　　　　　　　　　次
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　次のとおり一般競争入札を実施する。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
１　一般競争入札に付する事項
　⑴　調達役務の名称
　　　石川県原子力防災基礎研修業務委託
　⑵　調達案件の仕様等
　　　入札説明書及び仕様書による。
　⑶　履行期間
　　　契約日から令和７年８月29日まで
　⑷　実施日及び場所
　　　入札説明書及び仕様書による。
　⑸　入札方法
　　 　石川県原子力防災基礎研修業務委託に係る一切の経費を含めた金額により行う。落札決定に当たっては、入札
書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。

２　入札に参加する者に必要な資格に関する事項
　⑴ 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
　⑵ 　平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入
札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等（平成９年石川県告示第581号）に基づき、
令和７年度において競争入札参加者資格を有すると認められた者であること。

　⑶ 　指名停止の措置を受けている者でないこと。 
　⑷ 　令和２年４月１日から令和７年３月31日までの間に、国又は地方公共団体が発注した同種の原子力研修業務を
受注し、又は履行した実績があることを証明できること。

３　入札参加申請書の提出期限及び場所
　 　入札者は、入札参加申請書に競争入札参加者資格を証明できる書類を添付して、令和７年５月16日（金）までに
４⑴の場所に提出しなければならない。
４　入札説明書の交付場所等
　⑴　入札説明書の交付場所及び問合せ先
　　　〒920－8580　金沢市鞍月１丁目１番地
　　　石川県危機管理部危機対策課防災対策グループ　電話番号　076－225－1465
　⑵　入札説明書の交付方法
　　　⑴の交付場所において交付
　⑶　入札書の受領期限
　　 　令和７年５月23日（金）午後２時（郵送の場合は、書留郵便とし、受領期限内必着とする。宛先は、⑴の場所

とする。）
　⑷　開札の日時及び場所
　　　令和７年５月23日（金）午後２時
　　　金沢市鞍月１丁目１番地　石川県庁行政庁舎0603会議室
５　その他
　⑴　契約手続において使用する言語及び通貨
　　　日本語及び日本国通貨
　⑵　入札保証金及び契約保証金
　　　免除
　⑶　無効の入札書
　　 　この公告に示した競争入札参加者資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった
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　次のとおり一般競争入札を実施する。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
１　一般競争入札に付する事項
　⑴　調達役務の名称
　　　石川県原子力防災基礎研修業務委託
　⑵　調達案件の仕様等
　　　入札説明書及び仕様書による。
　⑶　履行期間
　　　契約日から令和７年８月29日まで
　⑷　実施日及び場所
　　　入札説明書及び仕様書による。
　⑸　入札方法
　　 　石川県原子力防災基礎研修業務委託に係る一切の経費を含めた金額により行う。落札決定に当たっては、入札
書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金
額を入札書に記載すること。

２　入札に参加する者に必要な資格に関する事項
　⑴ 　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。
　⑵ 　平成10年度以降石川県が発注する物品の製造の請負、物品の購入等の契約に係る一般競争入札及び指名競争入
札に参加する者に必要な資格並びに資格審査の申請の時期及び方法等（平成９年石川県告示第581号）に基づき、
令和７年度において競争入札参加者資格を有すると認められた者であること。

　⑶ 　指名停止の措置を受けている者でないこと。 
　⑷ 　令和２年４月１日から令和７年３月31日までの間に、国又は地方公共団体が発注した同種の原子力研修業務を
受注し、又は履行した実績があることを証明できること。

３　入札参加申請書の提出期限及び場所
　 　入札者は、入札参加申請書に競争入札参加者資格を証明できる書類を添付して、令和７年５月16日（金）までに
４⑴の場所に提出しなければならない。
４　入札説明書の交付場所等
　⑴　入札説明書の交付場所及び問合せ先
　　　〒920－8580　金沢市鞍月１丁目１番地
　　　石川県危機管理部危機対策課防災対策グループ　電話番号　076－225－1465
　⑵　入札説明書の交付方法
　　　⑴の交付場所において交付
　⑶　入札書の受領期限
　　 　令和７年５月23日（金）午後２時（郵送の場合は、書留郵便とし、受領期限内必着とする。宛先は、⑴の場所

とする。）
　⑷　開札の日時及び場所
　　　令和７年５月23日（金）午後２時
　　　金沢市鞍月１丁目１番地　石川県庁行政庁舎0603会議室
５　その他
　⑴　契約手続において使用する言語及び通貨
　　　日本語及び日本国通貨
　⑵　入札保証金及び契約保証金
　　　免除
　⑶　無効の入札書
　　 　この公告に示した競争入札参加者資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義務を履行しなかった
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者の提出した入札書その他入札説明書に示す無効の入札書に掲げる入札書は、無効とする。
　⑷　入札に参加する者に必要な資格に関する事項の審査
　　 　この公告による入札に参加を希望する者は、２⑷に係る事項を証明する書類を令和７年５月16日（金）までに
石川県危機管理部危機対策課防災対策グループに提出すること。

　⑸　契約書の要否
　　　要
　⑹　落札者の決定方法
　　 　石川県財務規則（昭和38年石川県規則第67号）第119条の規定により作成された予定価格の制限の範囲内で最
低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

　⑺　手続における交渉の有無
　　　無
　⑻　その他
　　　詳細は、入札説明書による。

令和７年度石川県介護支援専門員実務研修受講試験公告
　介護保険法（平成９年法律第123号）第69条の２第１項に規定する介護支援専門員実務研修受講試験を次のとおり
実施する。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
１　試験の日時
　　令和７年10月12日（日）午前10時から
２　試験の場所（予定）
　　金沢勤労者プラザ　　　　　　　　（金沢市北安江３丁目２番20号）
　　石川県地場産業振興センター本館　（金沢市鞍月２丁目１番地）
　　石川県地場産業振興センター新館　（金沢市鞍月２丁目20番地）
　　石川県立看護大学　　　　　　　　（かほく市学園台１丁目１番地）
３　指定試験実施機関
　　社会福祉法人石川県社会福祉協議会
４　出願に関する書類の受付期間
　 　令和７年６月20日（金）から同年７月４日（金）まで（郵送により提出する場合は、同日までの消印のあるもの
を受け付ける。）
５　出願に関する書類の提出先
　 　社会福祉法人石川県社会福祉協議会福祉総合研修センター
　　〒920－0022　金沢市北安江３丁目２番20号（金沢勤労者プラザ４階）
　　電話番号　076－221－1833
６　合格発表及び発表方法
　　令和７年11月25日（火）
　 　受験者（欠席者及び無効者を除く。）に郵送により通知するほか、県及び県社会福祉協議会ホームページに合格
者の受験番号を掲載する。また、県庁行政庁舎及び県保健福祉センター・地域センターにおいて合格者の受験番号
を掲示する。
７　その他
　 　受験案内等の請求その他詳細については、社会福祉法人石川県社会福祉協議会福祉総合研修センターへ問い合わ
せること。

土地改良区の役員就任公告
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第17項の規定により、次のとおり土地改良区の役員が就任した旨の届
出があった。
　　令和７年４月22日
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石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
　野々市市土地改良区

職　名 氏　　　名 住　　　　　　　　所 就任年月日
理　事 長 井 良 明 野々市市粟田二丁目245番地 令和７年３月15日

基本測量終了公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第14条第２項の規定により、国土交通省国土地理院長から、次のとおり基本測量
を終了した旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域

基 本 測 量
（数 値 地 図 25000 （ 土 地 条 件 ） の 作 成）

令和６年４月１日から
令和７年３月31日まで

七尾市、小松市、輪島市、加賀市、
羽咋市、羽咋郡志賀町、羽咋郡宝
達志水町、鹿島郡中能登町及び鳳
珠郡能登町

基 本 測 量
（数 値 地 図 25000 （ 土 地 条 件 ） の 作 成）

令和６年７月16日から
令和７年３月31日まで

金沢市、珠洲市、かほく市、津幡
町及び内灘町の一部

公共測量実施公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、国土交通省北陸地方整
備局能登復興事務所長から、次のとおり公共測量を実施する旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域
公 共 測 量
（基 準 点 測 量）

令和７年４月１日から
同年４月30日まで　　

輪島市深見町地内

公共測量実施公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、石川県知事から、次の
とおり公共測量を実施する旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域
公 共 測 量
（基 準 点 測 量 、 水 準 測 量）

令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで

輪島市三井町の一部（仁行川）

公共測量終了公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省都市局国際・
デジタル政策課デジタル情報活用推進室長から、次のとおり公共測量を終了した旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
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石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
　野々市市土地改良区

職　名 氏　　　名 住　　　　　　　　所 就任年月日
理　事 長 井 良 明 野々市市粟田二丁目245番地 令和７年３月15日

基本測量終了公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第14条第２項の規定により、国土交通省国土地理院長から、次のとおり基本測量
を終了した旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域

基 本 測 量
（数 値 地 図 25000 （ 土 地 条 件 ） の 作 成）

令和６年４月１日から
令和７年３月31日まで

七尾市、小松市、輪島市、加賀市、
羽咋市、羽咋郡志賀町、羽咋郡宝
達志水町、鹿島郡中能登町及び鳳
珠郡能登町

基 本 測 量
（数 値 地 図 25000 （ 土 地 条 件 ） の 作 成）

令和６年７月16日から
令和７年３月31日まで

金沢市、珠洲市、かほく市、津幡
町及び内灘町の一部

公共測量実施公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、国土交通省北陸地方整
備局能登復興事務所長から、次のとおり公共測量を実施する旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域
公 共 測 量
（基 準 点 測 量）

令和７年４月１日から
同年４月30日まで　　

輪島市深見町地内

公共測量実施公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、石川県知事から、次の
とおり公共測量を実施する旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域
公 共 測 量
（基 準 点 測 量 、 水 準 測 量）

令和７年４月１日から
令和８年３月31日まで

輪島市三井町の一部（仁行川）

公共測量終了公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、国土交通省都市局国際・
デジタル政策課デジタル情報活用推進室長から、次のとおり公共測量を終了した旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　
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作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域
公 共 測 量
（３ Ｄ 都 市 モ デ ル 作 成）

令和６年７月１日から
令和７年３月21日まで

加賀市内全域、金沢市木ノ新保
町

公共測量終了公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、石川県知事から、次の
とおり公共測量を終了した旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域
公 共 測 量
（用 地 測 量）

令和６年６月１日から
令和７年３月14日まで

河北郡津幡町字太田地内

公共測量終了公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、小松市長から、次のと
おり公共測量を終了した旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域
公 共 測 量
（２ 級 基 準 点 測 量 ・ ３ 級 基 準 点 測 量）

令和６年８月７日から
令和７年３月28日まで

小松市額見町～串町地内

公共測量終了公告
　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第２項の規定により、金沢地方法務局長から、
次のとおり公共測量を終了した旨の通知があった。
　　令和７年４月22日

石川県知事　　馳　　　　　　　　浩　

作　　　業　　　種　　　類 作　業　期　間 作　　業　　地　　域

公 共 測 量
（不動産登記法第 14 条第１項地図作成）

令和６年11月27日から
令和７年２月28日まで

金沢市十一屋町、泉野町一丁目
の各全部
金沢市寺町一丁目、同町三丁目、
法島町の各一部
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